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区分 支払額
イ． 公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬 71百万円
ロ． 当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 71百万円

（注） 1. 会計監査人の報酬等について監査等委員会が同意した理由
監査等委員会は、取締役、社内関係部署および会計監査人から必要な資料
を入手し、報告を受けるほか、監査計画・監査の遂行状況、当事業年度の
報酬見積りの相当性等を確認した結果、会計監査人の報酬等について、監
査品質を維持向上していくために合理的な水準と判断し、同意いたしまし
た。

2. 下記の重要な子会社については、当該会計監査人以外の監査法人の監査を
受けております。
・Socionext America Inc.
・Socionext Europe GmbH
・Socionext Technology Pacific Asia Ltd.
・Socionext Technology（Shanghai）Co., Ltd.
・Socionext Taiwan Inc.
・Socionext Korea Ltd.

会計監査人の状況

① 名称　EY新日本有限責任監査法人

② 報酬等の額
当社の当事業年度に係る会計監査人の報酬等については、以下のとおりです。

③ 非監査業務の内容
　公認会計士法第２条第１項に定める監査業務以外の業務（非監査業務）の対価は支払ってお
りません。

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる場合、監査等委
員会は、必要に応じて、監査等委員の全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。
　また、上記のほか、会計監査人の適格性、独立性を害する事由の発生により、適正な監査の
遂行が困難であると認められる場合、監査等委員会は、株主総会に提出する会計監査人の解任
または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
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◆内部統制システム整備に関する基本方針 ◆運用状況の概要

当社は、会社法および会社法施行規則に基
づき、業務の適正を確保するために、当社
および子会社から成る企業集団（以下、「当
社グループ」という。）の内部統制システム
を以下のとおり整備する。

業務の適正を確保するための体制の当期に
おける運用状況の概要は、次のとおりで
す。

（１）役員および従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
◇体制 ◇運用状況の概要
① 当社は、「ＣＳＲ基本方針」および「コ
ンプライアンス規範」などの社内規程
を制定し、当社グループの役員および
従業員に周知し遵守させることによ
り、法令･定款遵守を含むコンプライア
ンスの推進に取り組む｡

・ 「ＣＳＲ基本方針」および「コンプラ
イアンス規範」などの社内規程を社内
ポータルサイトに掲載して周知すると
ともに、役員に対するコンプライアン
ス研修、役員および従業員に対するe
ラーニングおよび部門ごとの教育を実
施し、法令･定款遵守を含むコンプライ
アンスの推進に取り組んでいます｡

② 当社は､当社グループの事業活動にかか
る法規制などを明確化し､それらの遵守
のために必要な社内ルールの制定､教育
の実施､監視体制の整備を行う｡

・ リスク・コンプライアンス委員会のも
と、部門ごとにリスク・コンプライア
ンス責任者を設置し、コンプライアン
ス体制の強化を図っています。

・ eラーニングを活用し、役員および従
業員に対して情報セキュリティ、イン
サイダー取引防止、ハラスメント防
止、環境、購買取引、安全保障輸出関
連法令などに関する各種コンプライア
ンス教育を実施しています。

③ 当社グループの役員および従業員は､当
社グループの事業活動に関連して､重大
なコンプライアンス違反のおそれのあ
る事実を認識した場合は､直ちに業務ラ
インを通じてその事実を当社の取締役
会および監査等委員会に通知する｡

・ コンプライアンス違反のおそれのある
事実を認識した当社グループの役員お
よび従業員はライン長に報告し、その
内容は取締役会および監査等委員会に
報告されることとしています。

④ 当社は､コンプライアンス問題の早期発
見を可能とするため､通報者の保護体制
などを確保したうえで、当社グループ
の役員および従業員からの内部通報の
窓口を社内外に設置する｡

・ グローバルな内部通報制度を構築・運
用しており、利用ルールを周知してい
ます。また、通報者に対して不利益な
扱いや報復行為を行うことを禁止し、
通報者の保護を図っています。

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

　当社グループの内部統制システムの整備・運用状況の概要は、次のとおりです。
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⑤ 当社は、取締役会において当社グルー
プの職務の執行者から職務執行状況の
報告を定期的に受け､職務の執行におい
てコンプライアンス違反がないことを
確認する｡

・ 取締役会において当社グループの職務
の執行者から職務執行状況の報告を定
期的に受け､職務の執行においてコンプ
ライアンス違反がないことを確認して
います。

⑥ 当社は、当社グループの業務の執行状
況を確認し、法令･定款などの遵守の確
保と業務効率化のための改善を図るた
め､内部監査を実施する。

・ 監査部による内部監査を実施し、当社
グループの業務の執行状況の確認、お
よび法令･定款などの遵守の確保と業務
効率化のための改善を行っています。

⑦ 当社グループは､反社会的勢力に対して
は毅然とした態度で臨み､一切関係を持
たず､外部専門機関と連携して組織的に
対応する。

・ 反社会的勢力との取引を防止するた
め、当社グループの業務プロセスにお
ける必須の対応として取引の適切性の
確認を実施しています。

（２）取締役の職務の執行にかかる情報の保存および管理に関する体制
◇体制 ◇運用状況の概要
① 当社は、取締役の職務執行にかかる文
書およびその他の重要な情報につい
て、「重要文書管理規程」に基づき､保
管責任者を定めたうえで適切に保存お
よび管理を行う｡

・ 「重要文書管理規程」に基づき､株主総
会議事録、取締役会議事録、経営委員
会議事録、稟議書等の重要な文書およ
び情報について、保管責任者および保
管方法を定めたうえで適切に保存およ
び管理を行っています。

② 当社は、職務の執行状況を確認するた
めの文書を取締役が常時閲覧できる体
制を整備する｡

・ 取締役が職務の執行状況を確認するた
めの文書を常時閲覧することができる
体制を構築しています。
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（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
◇体制 ◇運用状況の概要
① 当社は､「リスクマネジメント規範」に
基づき、当社グループのリスクマネジ
メント体制を構築する。経営全般に関
するリスクマネジメントは経営委員会
が行い、災害・事故、コンプライアン
ス、情報セキュリティなどに関するリ
スクマネジメントはリスク・コンプラ
イアンス委員会が行う。

・ 「取締役会規程」、「経営委員会規程」
のほか、「リスクマネジメント規範」を
定め、グローバルなリスク管理体制を
整備しています。

・ リスクマネジメントプロセスを構築
し、定期的に経営委員会にて全社リス
クレビューを実施する体制としてお
り、本プロセスを通して最新のリスク
状況の把握、各リスクを担当する役員
の任命、リスクに対する施策や対策の
立案、進捗状況の確認を実施していま
す。

② 当社は､当社グループに損失を与えうる
リスクを組織的かつ継続的に抽出・評
価し､抽出されたリスクごとに担当する
役員を任命して責任体制を明確にした
うえで、対策の作成と実行を推進する｡
また､リスクが顕在化した場合には、当
社は発生する損失を最小限にとどめる
ための活動を行う。

・ リスク・コンプライアンス委員会にお
いて、第三者による情報セキュリティ
体制の脆弱性検証などを踏まえ、情報
セキュリティインシデントおよびサイ
バーセキュリティに関する報告と対策
の状況などの進捗確認を行うととも
に、法令違反などが発生していないか
の確認を実施しています。

③ 当社は､「ＢＣＰ（事業継続計画）／Ｂ
ＣＭ（事業継続マネジメント）規範」
に基づき､責任体制を明確にしたうえ
で、当社グループや取引先における災
害などの不測の事態に備えることと
し、当社グループの事業継続を図るた
めの活動を行う。

・ ＢＣＰ／ＢＣＭの取り組みとして、平
時から方針に基づきマニュアルを整備
し、ＢＣＰ訓練を行うなど継続的な活
動を行っています。マニュアルの内容
を具体的でより実効性の高いものとす
るため、当期は、首都直下地震を想定
した被災シナリオに基づくマニュアル
を追加策定しました。

④ 当社は､「情報セキュリティ規範」に基
づき､責任体制を明確にしたうえで、当
社グループの情報セキュリティに関す
る具体的な施策を実施する。

・ 情報セキュリティ体制のさらなる強化
のため、情報セキュリティ推進室を中
心として、グループ全体で情報セキュ
リティのルール整備を推進するととも
に、多要素認証の導入、役員および従
業員への情報セキュリティ教育、標的
型攻撃メールに対する訓練など、さま
ざまな情報セキュリティの施策を実施
しました。

⑤ 当社は、当社グループのリスクマネジ
メントの活動状況を定期的に取締役会
に報告する。

・ 経営委員会およびリスク・コンプライ
アンス委員会の活動状況を定期的およ
び随時に取締役会に報告しています。
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（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
◇体制 ◇運用状況の概要
① 当社は､経営の監督機能と執行機能を分
離し､取締役会は経営の基本方針および
重要な業務執行等を決定するとともに
執行機能の監督を行う｡当社は､執行役
員制度を導入し、ＣＥＯおよび執行役
員は業務の執行機能を担う。また、執
行機能において効率的に多面的な検討
を行うために経営委員会を設置し、経
営戦略および業務執行に関する重要事
項を審議し決定する。

・ 取締役は、取締役会において経営上の
重要な意思決定を迅速に行うととも
に、職務執行の監督を行っています。
また、取締役会付議案件のうち経営上
の重要事項については、事前に経営委
員会において議論・検討を行うこと
で、審議の充実を図っています。さら
に、執行役員制度の導入により、業務
執行の迅速化を図っています。

・ 具体的には、以下のマネジメント等に
より、取締役の職務の執行に関する効
率化を進めています。
- ソリューションＳｏＣのビジネス

モデル・事業領域の明確化および
成長分野への事業変革・リソース
シフトを推進し、ビジネスの拡大
と成長に向けたグローバル大型商
談や開発に注力しています。
また、開発プロセスの見直し・改
善や、海外に新たな開発拠点を開
設するなど、グローバルな事業拡
大を支えるための開発リソースを
強化しています。

- 効率的かつ迅速な開発を可能とす
るため、開発リソースの可視化を
推進し、タイムリーなリソースア
サインを可能とする体制構築・運
用を進めています。
また、開発リソースをより強固な
ものとするため、エンジニアのレ
ベルに応じた教育プログラムを策
定・実践しています。

- 広報ＩＲやＳＲの機能の見直し・
改善など、上場企業としての職務
執行体制のさらなる強化を進めて
います。
また、サステナビリティに関連す
る業務プロセスの構築・運用・情
報開示を推進し、ステークホルダ
ーからの評価および当社プレゼン
スの向上に取り組んでいます。
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② 当社は､「ソシオネクストグループ決裁
権限・関係会社管理規程」、「組織・職
務分掌規程」などにより当社グループ
の役員および従業員の職務権限と子会
社の役員および従業員から当社への報
告義務について明確にする｡

・ 「経営委員会規程」および「ソシオネ
クストグループ決裁権限・関係会社管
理規程」に基づき、当社グループの事
業活動にかかる重要事項を経営委員会
における承認事項、報告事項として定
め、運用しています。また、当社グル
ープ会社の社長は経営委員会の構成員
等に対して、毎月事業報告を行ってい
ます。

・ 当社の役員および従業員を当社グルー
プ会社の役員として配置して、業務遂
行体制の整備に関する指導、支援、監
督を強化し、また、当社グループ全体
に適用する規範を制定し当社グループ
の管理体制を強化しています。

③ 当社は、事業に関するビジネスプロセ
スの基本事項を定めることにより、当
社グループの事業が効率的かつ適法に
行われる体制を構築する。

・ ビジネスプロセスの基本事項を定める
ことにより、当社グループの事業が効
率的かつ適法に行われる体制を構築し
ています。また、ビジネスプロセスに
関する内部監査を実施し、必要に応じ
て是正活動を行うとともに、継続的な
改善を図っています。

④ 当社は､当社グループにおける内部統制
体制の整備と業務プロセスの改革を継
続的に推進する｡

・ 監査部は､当社グループ全体に関する内
部監査を実施し、「ソシオネクストグル
ープ決裁権限・関係会社管理規程」、お
よびビジネスプロセスのルールに則っ
た職務の執行が行われていることを確
認しています。

⑤ 当社は､経営方針を当社グループ内に周
知するとともに、毎年３月に次年度お
よびそれ以降の期間を含む事業計画を
策定する。また、毎月の取締役会にお
いて、決算および業務執行の状況など
の報告を行うことにより､経営に関する
目標の達成状況を監視･監督する｡

・ 当社グループは、毎年３月に次年度お
よびそれ以降の期間を含む事業計画を
策定し、四半期毎のマネジメントに加
え、複数年度での経営指標・目標に関
するマネジメントを実施しています。
この仕組みの中で、商談獲得・売上計
画の実現性の確認、包括的な原価・粗
利益改善の推進、市場戦略のアップグ
レードと商談・アカウントリードでの
先行開発投資の妥当性の確認、ＳＣＭ
のグローバル化／効率化、コーポレー
トのグローバル化／効率化等を進める
とともに、事業活動を支えるＩＴ基盤
の構築・強化に取り組んでいます。こ
れらの取り組みの状況は、毎月の取締
役会に報告されています。
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（５）監査等委員会の職務の補助者に関する事項および当該補助者の取締役からの独立性ならび
に当該補助者に対する指示の実効性の確保に関する事項

◇体制 ◇運用状況の概要
① 当社は､監査等委員会の職務の補助者を
置くこととし､監査等委員会の要求する
能力･知見を有する適切な人材を配置す
る｡

・ 当社は監査等委員会の職務を補助する
ために監査等委員会事務局を設置し、
適切な人員を配置しています。

② 当社は､前項の補助者の独立性および監
査等委員会による当該補助者に対する
指示の実効性を確保するため､その任
命･異動および報酬など人事に関する事
項については監査等委員会の同意を得
る｡

・ 監査等委員会の補助者の任命・異動お
よび報酬など人事に関する事項につい
ては、監査等委員会の同意を得ていま
す。

③ 当社は､第１項の補助者を原則としてそ
の他の組織と兼務させない｡ただし､監
査等委員会の要請により特別の専門知
識を有する者を兼務させる必要が生じ
た場合は､前項による独立性の確保に配
慮する。

・ 監査等委員会事務局は専任体制であ
り、兼務者はおりません。

（６）監査等委員会への報告に関する体制
◇体制 ◇運用状況の概要
① 当社グループの役員および従業員は､定
期的に当社の監査等委員会に職務執行
状況を報告するほか、監査等委員に重
要な会議への出席の機会を提供する。

・ 監査等委員会は、ＣＥＯおよび執行役
員などから、定期的および随時、職務
執行状況に関する報告を受けていま
す。また、監査等委員は、取締役会、
経営委員会、業績報告会など重要な会
議に出席するとともに、各部門への調
査やヒアリングを実施し、当社取締役
との意見交換などを行っています。

② 当社グループの役員および従業員は､経
営･業績に影響を及ぼすリスクが発生し
た場合､または事業活動の遂行に関して
重大なコンプライアンス違反のおそれ
のある事実を認識した場合は､直ちに当
社の監査等委員会に報告する。

・ 当社グループの役員および従業員は､経
営･業績に影響を及ぼすリスクが発生し
た場合､または事業活動の遂行に関して
重大なコンプライアンス違反のおそれ
のある事実を認識した場合は､直ちに当
社の監査等委員会に報告することとし
ています。

③ 当社グループは、監査等委員会に前２
項の報告を行ったことを理由として、
当該報告を行った役員または従業員を
不利に取り扱わない。

・ 当社グループは、監査等委員会に対す
る前２項の報告を行った役員および従
業員に対し、当該報告を行ったことを
理由として不利に取り扱わないことと
しています。
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（７）その他監査等委員会監査の実効性確保のための体制
◇体制 ◇運用状況の概要
① 当社グループの役員および従業員は、
監査等委員会からの要請に基づき監査
等委員会と情報交換を行う。

・ 当社グループの役員および従業員は、
監査等委員会からの要請に応じて監査
等委員会と情報交換を行っています。

② 監査部は、監査等委員会に定期的に監
査の状況および結果を報告する｡また、
監査等委員会は、必要に応じて、監査
部に指示を行うことができる。

・ 監査等委員会は、内部監査部門である
監査部と定期的および必要に応じて、
情報交換や意見交換を行うなどの連携
を密にして、監査等委員会監査の実効
性と効率性の向上を図っています。ま
た、監査等委員会は、必要に応じて、
監査部に指示を行っています。

③ 監査等委員会は､会計監査の計画および
結果などについて会計監査人から随時
報告を受けるとともに、定期的に会計
監査人との情報交換を行う｡

・ 監査等委員会は、会計監査人から定期
的および随時報告を受け、情報交換や
意見交換を行っています。

④ 監査等委員会の職務の執行について生
じる費用については、会社法第399条
の２第４項に基づくものとし、当社
は、同項の請求にかかる手続を定め
る。

・ 監査等委員会の費用に関しては、監査
等委員の請求に応じて、適正に精算し
ています。
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（単位：百万円）
株主資本

資本金 新株式申込証拠
金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2024年４月１日残高 32,656 85 32,656 63,604 △3 128,998

連結会計年度中の変動額
新株の発行（ストックオプシ
ョンの行使） 235 △39 236 432
新株の発行（株式引受権の行
使） 80 79 159

剰余金の配当 △8,952 △8,952
親会社株主に帰属する当期純
利益 19,600 19,600

自己株式の取得 △5,000 △5,000
株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額） －

連結会計年度中の変動額合計 315 △39 315 10,648 △5,000 6,239

2025年３月31日残高 32,971 46 32,971 74,252 △5,003 135,237

その他の包括利益累計額
純資産合計為替換算調整勘

定
その他の包括利
益累計額合計

2024年４月１日残高 2,022 2,022 131,020

連結会計年度中の変動額
新株の発行（ストックオプシ
ョンの行使） 432
新株の発行（株式引受権の行
使） 159

剰余金の配当 △8,952
親会社株主に帰属する当期純
利益 19,600

自己株式の取得 △5,000
株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額） △213 △213 △213

連結会計年度中の変動額合計 △213 △213 6,026

2025年３月31日残高 1,809 1,809 137,046

連結株主資本等変動計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

（注）金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。
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建物及び構築物 ２年～18年
機械装置及び運搬具 ３年～５年
工具、器具及び備品 ３年～10年

連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

　会社計算規則（2006年２月７日　法務省令第13号、最終改正2025年２月28日　法務省令第５号）に基づ
いて連結計算書類を作成しております。

(１) 連結の範囲に関する事項
連結子会社の数及び連結子会社の名称
本連結計算書類は、全ての子会社６社を連結したものであります。
（連結子会社の名称)

Socionext America Inc.
Socionext Europe GmbH
Socionext Technology Pacific Asia Ltd.
Socionext Technology（Shanghai）Co., Ltd.
Socionext Taiwan Inc.
Socionext Korea Ltd.

(２) 持分法の適用に関する事項
持分法を適用した関連会社の数及び名称
本連結計算書類は、関連会社１社について持分法を適用しております。
（関連会社）

トリニティ・セミコンダクター・リサーチ合同会社

(３) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうちSocionext Technology（Shanghai）Co., Ltd. の決算日は12月31日ですが、連結
決算日での仮決算を行った財務諸表を使用して、連結決算を行っております。

(４) 会計方針に関する事項
① 資産の評価基準及び評価方法

イ. 有価証券
その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの 時価法

取得原価と時価との差額の処理方法･･･全部純資産直入法
売却時の売却原価の算定方法･･･移動平均法による原価法

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
ロ. デリバティブ 時価法
ハ. 棚卸資産

通常の販売目的で保有する棚卸資産
・製品 総平均法による原価法
・仕掛品 総平均法による原価法
なお、収益性の低下した棚卸資産については、帳簿価額を切下げております。

② 固定資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
耐用年数は、実態に応じた回収期間を反映し、次のとおり見積もっております。

－ 10 －



製品売上 146,578百万円
ＮＲＥ売上 41,019百万円
その他 938百万円
顧客との契約から生じる収益 188,535百万円
外部顧客への売上高 188,535百万円

ロ. 無形固定資産
定額法を採用しております。
このうち、技術資産及び自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年以内）
に基づく定額法を採用しております。

ハ. リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額
を零とする定額法で計算しております。

③ 収益及び費用の計上基準
　半導体製品の販売において、製品売上については製品の引き渡し時 (輸送手番が測定できる場合はみな
し着荷時）に、NRE売上については製品開発の成果物の引き渡し時（顧客が成果物を受領・評価等を確認
した時）に、顧客が当該製品等に対する支配を獲得することから、履行義務が充足されると判断し収益を
認識しております。

２. 会計方針の変更に関する注記
法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用
　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。
　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第
20‐３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準
適用指針第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65‐２項（２）ただし書
きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はあり
ません。
　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算書
類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適
用しております。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はありません。

3. 収益認識に関する注記
(１) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(２) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　当社グループは、半導体製品に関する研究、設計開発、製造、販売及びサービスを行っており、収益は
主に半導体製品の販売によるものであります。
　製品売上については、製品の支配が顧客に移転したとき、すなわち、製品を顧客に引き渡した時点で、
顧客に製品の法的所有権、物理的占有、製品の所有にともなう重大なリスク及び経済価値が移転し、顧客
から支払を受ける権利を得るため、その時点で収益を認識しております。
　ＮＲＥ売上については、顧客に製品開発の成果物を引き渡し、顧客が成果物を受領・評価等を確認した
時点で、顧客に重大なリスク及び経済価値が移転し、顧客から支払を受ける権利を得るため、その時点で
収益を認識しております。
　これら製品売上及びＮＲＥ売上による収益は、顧客との契約に係る取引価格で測定しております。
　なお、取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含んでおりま
せん。
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期首残高 期末残高
契約負債 504百万円 2,265百万円

建物及び構築物 2,505百万円
機械装置及び運搬具 134百万円
工具、器具及び備品 37,242百万円

計 39,881百万円

普通株式 179,756,405株

普通株式 2,017,427株

(３) 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係ならびに当連結
会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及
び時期に関する情報

① 契約資産及び契約負債の残高等

　契約負債は、主に、顧客との契約に基づき、履行義務を充足する前に受け取った前受金に関するもので
あります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。なお、契約負債は連結貸借対照表の流動負債
の「その他」に含めております。

② 残存履行義務に配分した取引価格
　当社グループの残存履行義務に配分した取引価格においては、当初に予想される契約期間が１年を超え
る重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。

4. 表示方法の変更に関する注記
（連結貸借対照表）

　前連結会計年度において流動資産の「その他」に含まれておりました「前渡金」（前連結会計年度3,164
百万円）、「前払費用」（前連結会計年度2,153百万円）は、金額的重要性が高まったため、当連結会計年
度より区分掲記しております。

5. 会計上の見積りに関する注記
　会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年
度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、以下のとおりです。
・繰延税金資産の回収可能性

(１) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
繰延税金資産 6,124百万円

(２) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　繰延税金資産は、税額控除及び将来減算一時差異のうち、将来課税所得に対して利用できる可能性が
高いものに限り認識しております。課税所得が生じる時期及び金額は、将来の不確実な経済条件の変動
によって影響を受ける可能性があり、実際に生じる時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計
年度以降の連結計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。

6. 連結貸借対照表に関する注記
・有形固定資産の減価償却累計額

7. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
(１) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

(２) 当連結会計年度の末日における自己株式の数
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決 議 日 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2024年５月17日
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 4,467 25 2024年３月31日 2024年６月５日

2024年10月31日
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 4,485 25 2024年９月30日 2024年11月27日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2025年５月19日
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 4,443 25 2025年３月31日 2025年６月５日

普通株式 1,587,400株

(３) 当連結会計年度に行った剰余金の配当に関する事項

(４) 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

(５) 当連結会計年度末における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的とな
る株式の種類及び数

8. 金融商品に関する注記
(１) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、事業活動に必要な流動性を確保した上で、安全性の高い金融資産にて運用してお
ります。
　デリバティブは、営業債権債務の為替変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わな
い方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、一部外貨建ての営業債権
は、為替リスクに晒されておりますが、同じ外貨建ての買掛金の残高の範囲内にあるものを除き、先
物為替予約を利用してヘッジしております。
　営業債務である買掛金は、そのほとんどが２ヵ月以内の支払期日であります。また、一部外貨建て
のものについては、為替リスクに晒されておりますが、恒常的に同じ外貨建ての売掛金残高の範囲内
にあります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

　当社は、債権管理規程に従い、取引先の経営状況を定期的にモニタリングし、取引先毎に期日
及び残高を管理することにより回収懸念を早期把握し、リスクの低減を行っております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対し
て、先物為替予約を利用してヘッジしております。

ハ．資金調達に関わる流動性のリスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、各部門からの報告に基づき担当部門が適時に資金繰り計画を作成・更新するととも
に、手許流動性の維持などによりリスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ
とにより、当該価額が変動することがあります。
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(１) １株当たり純資産額 770円79銭
(２) １株当たり当期純利益金額 109円78銭

(２) 金融商品の時価等に関する事項
　「現金及び預金」については、現金であること、ならびに「預金」、「売掛金」、「未収入金」、「買
掛金」、「未払金」及び「未払費用」は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであるこ
とから、記載を省略しております。

(３) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融商品

　該当事項はありません。

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融商品
　重要性に乏しいため、記載を省略しております。

9. １株当たり情報に関する注記

10. 重要な後発事象
自己株式の取得

　2025年４月28日開催の取締役会において以下のとおり、会社法第459条第１項及び当社定款第35条の
規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議いたしました。

(１) 自己株式の取得を行う理由
　当社は役員及び役員に準ずる人材、またグローバルな技術及びマネジメント人材の獲得・確保を目的
として、新たな株式報酬制度の導入を検討しており、当該制度に関連して交付する株式に充当する可能
性や将来の経営環境の変化に対応した機動的な事業運営に活用する可能性を考慮して、自己株式を取得
するものです。

(２) 取得に係る事項の内容
① 取得する株式の種類　　　　普通株式
② 取得する株式の総数　　　　4,400,000株を上限とする

　　　　　　　　　　　　　　（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合2.48%）
③ 株式の取得価額の総額　　　50億円を上限とする
④ 取得する期間　　　　　　　2025年４月30日～2025年５月30日
⑤ 取得する方法　　　　　　　東京証券取引所における市場買付
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用途 種　類 場　所
遊休資産 技術資産 神奈川県横浜市

11. その他の注記
減損損失

(１) 減損損失を認識した資産または資産グループの概要

(２) 減損損失の認識に至った経緯
　オートモーティブ分野の特定顧客向けＳｏＣ開発資産として当社が保有する技術資産については、顧
客の事業撤退の方針決定により、当連結会計年度において回収可能価額を著しく低下させる変化が生じ
たため、当該資産を遊休資産としたうえで回収可能価額まで減額し、減損損失を認識しております。

(３) 減損損失の金額及び主な固定資産の種類ごとの金額
技術資産 1,531百万円

(４) 資産のグルーピングの方法
　当社は、組織、機能の共通化、管理会計の区分等によりグルーピングを行っております。遊休資産に
ついては、当該資産単独でグルーピングをしております。

(５) 回収可能価額の算定方法等
　当該資産は他品種では使用できず、将来の使用が見込まれていないため、回収可能価額は当該資産か
ら今後得られる収入を除き、零としております。
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（単位：百万円）

株主資本

資本金 新株式申込証拠
金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計
その他利益剰余
金 利益剰余金合計
繰越利益剰余金

2024年４月１日残高 32,656 85 32,656 32,656 58,090 58,090

事業年度中の変動額
新株の発行（ストックオプ
ションの行使） 234 △39 234 234
新株の発行（株式引受権の
行使） 79 79 79

剰余金の配当 △8,952 △8,952

当期純利益 17,963 17,963

自己株式の取得

事業年度中の変動額合計 314 △39 314 314 9,010 9,010

2025年３月31日残高 32,970 45 32,970 32,970 67,101 67,101

株主資本 純資産合計
自己株式 株主資本合計

2024年４月１日残高 △2 123,485 123,485

事業年度中の変動額
新株の発行（ストックオプ
ションの行使） 430 430
新株の発行（株式引受権の
行使） 158 158

剰余金の配当 △8,952 △8,952

当期純利益 17,963 17,963

自己株式の取得 △5,000 △5,000 △5,000

事業年度中の変動額合計 △5,000 4,600 4,600

2025年３月31日残高 △5,003 128,085 128,085

株主資本等変動計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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建物 ３年～18年
機械及び装置 ３年～５年
工具、器具及び備品 ３年～10年

個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 会社計算規則（2006年２月７日　法務省令第13号、最終改正 2025年２月28日　法務省令第５号）に基
づいて計算書類を作成しております。

(2) 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

イ. 子会社株式及び関連会社株式移動平均法による原価法
ロ. その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの 時価法
取得原価と時価との差額の処理方法･･･全部純資産直入法
売却時の売却原価の算定方法･･･移動平均法による原価法

・市場価格のない株式等　　　　　　　移動平均法による原価法
② デリバティブ　　　　　　　　　　　　　時価法
③ 棚卸資産

通常の販売目的で保有する棚卸資産
・製品　　　　　　　　　　　　　　　　 総平均法による原価法
・仕掛品　　　　　　　　　　　　　　　 総平均法による原価法
なお、収益性の低下した棚卸資産については、帳簿価額を切下げております。

(3) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
耐用年数は、実態に応じた回収期間を反映し、次のとおり見積もっております。

② 無形固定資産
定額法を採用しております。
　このうち、技術資産及び自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年以内）
基づく定額法を採用しております。

③ リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額
を零とする定額法で計算しております。

(4) 収益及び費用の計上基準
　半導体製品の販売において、製品売上については製品の引き渡し時 (輸送手番が測定できる場合はみな
し着荷時）に、NRE売上については製品開発の成果物の引き渡し時（顧客が成果物を受領・評価等を確認
した時）に、顧客が当該製品等に対する支配を獲得することから、履行義務が充足されると判断し収益を
認識しております。

２. 会計方針の変更に関する注記
法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用
　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。
　法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20‐３項ただし書きに定める経過的
な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。
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建物 1,370百万円
機械及び装置 68百万円
工具、器具及び備品 36,368百万円

計 37,807百万円

短期金銭債権 21,715百万円
短期金銭債務 1,572百万円

関係会社との取引高
営業取引による取引高

売上高 99,427百万円
仕入高 13,382百万円

営業取引以外の取引による取引高
受取配当金 1,455百万円
資産購入高 112百万円

当事業年度の末日における自己株式の数
普通株式 2,017,427株

3. 会計上の見積りに関する注記
　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算
書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、以下のとおりです。
　繰延税金資産の回収可能性

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額
 繰延税金資産 5,952百万円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　繰延税金資産は、税額控除及び将来減算一時差異のうち、将来課税所得に対して利用できる可能性が
高いものに限り認識しております。課税所得が生じる時期及び金額は、将来の不確実な経済条件の変動
によって影響を受ける可能性があり、実際に生じる時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度
以降の計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。

4. 貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

5. 損益計算書に関する注記

6. 株主資本等変動計算書に関する注記
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繰延税金資産
賞与繰入額 1,353百万円
未払社会保険料 185百万円
棚卸資産評価損 2,083百万円
固定資産評価損 1,315百万円
未払事業税 292百万円
一括償却資産 69百万円
資産除去債務 119百万円
貯蔵品評価 147百万円
投資有価証券評価損 70百万円
その他 405百万円

繰延税金資産小計 6,043百万円
評価性引当額 △70百万円

繰延税金資産合計 5,972百万円
繰延税金負債
　資産除去債務 △20百万円
繰延税金負債合計 △20百万円
繰延税金資産の純額 5,952百万円

種 類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関
係 取 引 内 容 取 引 金 額

（百万円） 科 目 期 末 残 高
（百万円）

子 会 社

Socionext 
Technology 
Pacific Asia 
Ltd.

直接 100.0％
所有
　

当社製品の販
売及び業務の
委託他

製品の販売他 55,786 売 掛 金 10,120

業務委託他 693 未 収 入 金 188

販売支援他 2,894 買 掛 金 179

子 会 社 Socionext 
America Inc. 直接 100.0％

所有

　
当社製品の販
売及び業務の
委託他

製品の販売他 32,768 売 掛 金 9,798

業務委託他 122 未 収 入 金 29

開発委託他 7,123 買 掛 金 840

業務委託他 460 未 払 金 369

役 員 肥 塚 雅 博 直接0.0% 当社取締役
新株予約権の行
使(注)２ 31

－ －金銭報酬債権の
現物出資(注)3 25

役 員 大 槻 浩 一 直接0.0% 当社取締役 金銭報酬債権の
現物出資(注)3 17 － －

役 員 久 保 徳 章 直接0.0% 当社取締役 金銭報酬債権の
現物出資(注)3 17 － －

役 員 米 山 　 優 直接0.0% 当社取締役 金銭報酬債権の
現物出資(注)3 11 － －

役 員 吉 田 久 人 直接0.0% 当社取締役 金銭報酬債権の
現物出資(注)3 11 － －

7. 税効果会計に関する注記
(１) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(２) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」(2025年法律第13号)が2025年３月31日に国会で成立したこと
に伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになり
ました。これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延
税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.58%から31.47%に変更し計算しております。
　この変更により、当事業年度の繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は37百万円
増加し、法人税等調整額が同額減少しております。

8. 関連当事者との取引に関する注記

（注）１. 上記各社との取引条件については、他の会社同様に交渉の上、価格を決定しております。
　　　２. 取締役会決議に基づき付与された新株予約権の当事業年度における権利行使を記載しております。

なお、取引金額は、当事業年度における新株予約権の権利行使による払込金額を記載しております。
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(1) １株当たり純資産額 720円38銭
(2) １株当たり当期純利益金額 100円61銭

用途 種　類 場　所
遊休資産 技術資産 神奈川県横浜市

　　　３. 業績連動型譲渡制限付株式報酬制度に伴う、金銭報酬債権の現物出資によるものです。

9. １株当たり情報に関する注記

10. 重要な後発事象
自己株式の取得

　2025年４月28日開催の取締役会において以下のとおり、会社法第459条第１項及び当社定款第35条の
規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議いたしました。

(１) 自己株式の取得を行う理由
　当社は役員及び役員に準ずる人材、またグローバルな技術及びマネジメント人材の獲得・確保を目的
として、新たな株式報酬制度の導入を検討しており、当該制度に関連して交付する株式に充当する可能
性や将来の経営環境の変化に対応した機動的な事業運営に活用する可能性を考慮して、自己株式を取得
するものです。

(２) 取得に係る事項の内容
① 取得する株式の種類　　　　普通株式
② 取得する株式の総数　　　　4,400,000株を上限とする

　　　　　　　　　　　　　　（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合2.48%）
③ 株式の取得価額の総額　　　50億円を上限とする
④ 取得する期間　　　　　　　2025年４月30日～2025年５月30日
⑤ 取得する方法　　　　　　　東京証券取引所における市場買付

11. その他の注記
減損損失

(１) 減損損失を認識した資産または資産グループの概要

(２) 減損損失の認識に至った経緯
　オートモーティブ分野の特定顧客向けＳｏＣ開発資産として当社が保有する技術資産については、顧
客の事業撤退の方針決定により、当連結会計年度において回収可能価額を著しく低下させる変化が生じ
たため、当該資産を遊休資産としたうえで回収可能価額まで減額し、減損損失を認識しております。

(３) 減損損失の金額及び主な固定資産の種類ごとの金額
技術資産 1,530百万円

(４) 資産のグルーピングの方法
　当社は、組織、機能の共通化、管理会計の区分等によりグルーピングを行っております。遊休資産に
ついては、当該資産単独でグルーピングをしております。

(５) 回収可能価額の算定方法等
　当該資産は他品種では使用できず、将来の使用が見込まれていないため、回収可能価額は当該資産か
ら今後得られる収入を除き、零としております。
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